


■ 大阪府国民健康保険運営方針（案）
資料１



全国に先駆けて保険料率統一による被保険者負担の公平化をめざした現行方針の理念・取組を継承し、引き続き保険財政の安定的運営を図りつつ、人生100年時代を見据えた予防・健康づくり事業の充実・拡大を図る。また、新型コロナウイルス感染症の影響について、柔軟な対応を検討する旨の項目を設ける。






























　



























大阪府国民健康保険運営方針（案）の概要（令和2年策定予定）　

※下線は、現行方針からの変更・新規項目

本文の章立て
との連携

Ⅰ 基本的事項


Ⅲ　国保の医療に要する費用・財政見通し
　・「決算補填等目的の法定外一般会計繰入」等の計画的解消をめざす

Ⅳ　市町村における保険料の標準的な算定方法
　・市町村標準保険料率は府内統一
（市町村ごとの医療費水準は反映しない。激変緩和措置の対象を全市町村に全面拡大しその財源を活用。）

Ⅴ　市町村における保険料の徴収の適正な実施
　・収納率向上に対するインセンティブ方策として、市町村の実績と取組の両面から評価(目標収納率の設定)

Ⅵ　市町村における保険給付の適正な実施
　・レセプト点検、第三者求償・過誤調整等の取組強化

Ⅶ　医療費の適正化の取組
　・健康づくり、生活習慣病重症化予防等の保健事業、並びに適正受診・適正服薬等を推進
　・施策推進にあたっての府と市町村の役割を明確化

Ⅷ　市町村が担う事務の広域的・効率的な運営の推進
　・被保険者証の様式・更新時期・有効期間等の統一、一斉更新事務の共同実施

Ⅸ　保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携
　・地域包括ケア推進に対するインセンティブ方策として市町村を評価、高齢者の保健事業と介護予防の取組と連携

Ⅹ　施策の実施のために必要な関係市町村相互の連絡調整
　・新たな課題などを対等な立場で協議する場として、調整会議を引き続き設置
  ・運営に関し、コロナ禍で重大な影響が生じていると認められる場合は、運営方針の趣旨に沿った対応措置を設ける

■目    的：　府と市町村の適切な役割分担の下、国民健康保険の安定的な財政運営並びに市町村
国保事業の広域化及び効率化を推進するための統一的方針として策定
■根　　拠：　国民健康保険法第82条の２
■対象期間：　令和３年４月１日から令和６年３月31日の３年間












Ⅱ 府における国保制度の運営に関する基本的な考え方

■　被保険者間の受益と負担の公平性の確保
〇同じ所得・同じ世帯構成であれば同じ保険料額となるよう、保険料率を統一
【統一時期】平成30年４月１日（６年間の激変緩和措置期間を設ける）
■　予防・健康づくり、医療費適正化取組の推進
〇被保険者自身による予防・健康づくりのための取組推進











持続可能な
制度の構築
基本認識
○社会保険制度としての国保は、国民皆保険を支えるナショナル・ミニマムであり、権限・財源・責任を国において一元的に担うことが本来の姿
○今回の改革は、安定的かつ持続可能な医療保険制度の構築に向けた通過点

視点
「大阪府で一つの国保」の考え方の下、
○被保険者間の受益と負担の公平性の確保
○予防・健康づくり、医療費適正化取組の推進
○保険財政の安定的運営　○事業運営の広域化・効率化

オール大阪
で広域化












パブリックコメント　

〇意 見 数　６８件(個人３６件、団体３２件)うち８件公表不可
〇実施期間　10月19日から11月17日まで
〇主な意見　
・基本的な考え方の中で「保険財政の安定的運営」とありますが、もっと公的なお金を投入してほしい。
・国保料が府下統一により高くなることに強く反対します。私達の健康や生活を守る視点からも、これまでの各市の実情にあった減免制度を守り、国保料の引き下げを行ってほしいです。
・安心して社会生活をおくる為に、社会保障制度の充実が自治体の責務とされている。『自治体が収納率向上の為に自治体職員に滞納整理の知識・技術習得研修』とあるが、自治体の責務との関係から相いれない。
・「府内統一化」は直ちに中止すること。

市町村の意見聴取（根拠：国民健康保険法第82条の２第６項）

〇意 見 数　１３７件（３４市町村）
〇実施期間　９月23日から10月７日まで
〇主な意見　
・新制度施行から６年間（令和５年度まで）で、保険料率等の府内完全統一を必ず実施
されたい。
・激変緩和に関して、全面拡大に伴う経過措置については、できる限り保険料等への
影響が大きくならないようにしてほしい。
・保健事業について、府内市町村のデータの集約やニーズ把握などスケールメリットを
活かすことで、より一層の充実を図られたい。
・事務の共同実施に関して、被保険者証と高齢受給者証との一体化について早期に実現
[bookmark: _GoBack]できるよう検討いただきたい。
・新型コロナウイルス感染症の影響に対する対応措置については、運営方針の趣旨に沿ったものと限定せず、激変緩和措置期間の延長等も含め、状況に応じた柔軟な対応を想定した記述を検討されたい。
今後のスケジュール


11月30日　大阪府国民健康保険運営協議会への諮問

12月　　　 大阪府国民健康保険運営協議会からの答申受け

12月	　　次期運営方針決定
対象期間：
令和３年４月１日～令和６年３月31日　


令和３年４月１日　大阪府国民健康保険運営方針施行





　














